
様式第九（第４条関係）
新事業活動に関する規制について規定する法律及び法律に基づく命令の規定に係る照会書
　
年　月　日
　　主務大臣　名　　殿
住　　　　所

　　　　　　　　　　　　名　　　　称

　　　　　　　　　　　　代表者の氏名

産業競争力強化法第７条第１項の規定に基づき、実施しようとする新事業活動及びこれに関連する事業活動に関する規制について規定する法律及び法律に基づく命令の規定の解釈並びに当該新事業活動及びこれに関連する事業活動に対する当該規定の適用の有無について、確認を求めます。

記
１．新事業活動及びこれに関連する事業活動の目標
２．新事業活動及びこれに関連する事業活動により生産性の向上又は新たな需要の獲得が見込まれる理由
３．新事業活動及びこれに関連する事業活動の内容

４．新事業活動及びこれに関連する事業活動の実施時期

５．解釈及び適用の有無の確認を求める規制について規定する法律及び法律に基づく命令の規定
６．具体的な確認事項並びに規制について規定する法律及び法律に基づく命令の規定の解釈及び当該規定の適用の有無についての見解
７．その他

（備考）

１．主務大臣の求めに応じ、必要な書類を提出するよう努めること。

２．「関連する事業活動」に関する規制について規定する法律及び法律に基づく命令の規定の解釈並びに当該事業活動に対する当該規定の適用の有無について確認を求める必要がない場合にあっては、「及びこれに関連する事業活動」の文字を抹消する。

３．用紙の大きさは、日本産業規格Ａ４とする。

（記載要領）

１．新事業活動及びこれに関連する事業活動の目標

新事業活動及びこれに関連する事業活動に係る事業の目標（新事業活動及びこれに関連する事業活動を行おうとする背景となる事情及びそれにより目指す事業の方向性）を要約的に記載する。

２．新事業活動及びこれに関連する事業活動により生産性の向上又は新たな需要の獲得が見込まれる理由
新事業活動及びこれに関連する事業活動を実施することにより、生産性の向上（資源生産性の向上を含む。）又は新たな需要の獲得が見込まれることを要約的に記載する。

３．新事業活動及びこれに関連する事業活動の内容

（１）新事業活動及びこれに関連する事業活動に係る事業の実施主体を記載する。
（２）新事業活動及びこれに関連する事業活動に係る事業の概要を記載する。

（３）新事業活動及びこれに関連する事業活動を行う場所の住所を記載する。

４．具体的な確認事項並びに規制について規定する法律及び法律に基づく命令の規定の解釈及び当該規定の適用の有無についての見解には、新事業活動等に関する法令の適用関係についての自己の見解を記載する。

